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中日観光交流の新展開（）
－－国交正常化３０周年に見た中国人訪日旅行の現状と課題－－
劉 明
	 序 論
中日国交正常化３０周年の今年、多くの記念イベントが計画されている。特に、中日共同声明調印式
が行われた９月２９日前後には、様々な分野で大きな行事が目白押しとなっている。このような中日両
国で３０周年祝賀の気運が高まっている中、両国の観光業界では中日観光交流とりわけ中国人訪日旅行
の話が話題になっている。筆者の調査により、国交正常化３０周年における中国人訪日旅行の現状と課
題はその話題の焦点であるということが明らかになった。
そこで、編、編（平安女学院大学研究年報／第１号・第２号）に続き、今回の編では、中国
人訪日旅行の現状と課題を踏まえて、国交正常化３０周年における記念イベントや自治体の国際誘客施
策の意義と有効性を明確し、課題解決の方法を検討するものである。

 訪日旅行の現状と課題
１ 訪日旅行の現状
 中国の国際集客市場
地理的に中国に近く歴史的・文化的にも中国と関係の深い日本にとっては、集客という点から中国
の市場の動向が重要なファクターとなる。そこで、中国に関する国際集客のターゲットとしての市場
の概要をまとめた（表１）。
目覚しい経済発展を遂げた中国では、生活にゆとりが生まれるとともに旅行熱が高まり、海外旅行
者特に訪日旅行者数が増加している。中国の国際集客市場の概要を見ると、２００１年中国人海外旅行者
数は１２，１２０．０００人（過去５年で倍増以上）、中国人訪日旅行者数は３９１，３８４人（過去５年で５割増、訪
問先で日本は４位）となり、過去最高を記録した。また、訪問目的と旅行形態については表１のとお
りで、観光と団体の比率は上昇傾向が続いている。この上昇傾向の要因としては、経済が成長し国民
表１ 中国の国際集客市場の概要
外国旅行者数
（人）
訪日人数
（人）
訪日目的
（％）
訪日者男女比
（％）
訪日者年齢比
（％）
旅行形態
（％）
訪問都道府県
（％）
日本での活動内容
（％）
１２，１２０，０００ ３９１，３８４
観光 １８．４
商用 １８．９
その他４９．６
一時上陸
１２．９
男 ５１．１
女 ４８．９
～１９ ８．９
２０代２８．９
３０代３４．０
４０代１７．２
５０代 ６．７
６０代 ４．３
個人 ５２．２
団体 ４５．７
研修 １．５
不明 ０．６
１位 東 京６４．５
２位 千 葉２１．６
３位 神奈川２０．７
４位 大 阪２０．１
５位 福 岡１７．０
６位 京 都１６．７
１位 日本料理・郷土料理
８６．４
２位 買い物 ８３．３
３位 大都市の体験・観光
６５．７
４位 寺社・庭園・歴史的名所
４６．９
５位 小さな街・田舎の生活
４４．４
過去５年で倍
増以上
過去５年で
５割増、訪
問先で日本
は４位
観光の比率は
上昇傾向
女性の比率
は上昇傾向
２０代～４０代
のビジネス
マン中心
団体の比率
は上昇傾向
関東への訪問が
比較的多い
日本料理・郷土料理や買い物
への関心が高い
注   ２００２年９月１日現在、中国人に対する観光ビザは発給されていないが、観光統計の分野では、文
化・学術活動、親族訪問などを目的とする旅行者を「観光客」と分類している。
 国際観光振興会（JNTO）の資料により作成。
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の生活が豊かになり、訪日旅行に行く人の数も伸びていることに加え、中国人訪日団体観光の増加が
挙げられる。
 中国人訪日団体観光旅行
日本への中国人団体観光を解禁して２周年になる前に、筆者は国土交通省総合政策局観光部にイン
タビューした。総合政策局観光部中国担当専門官の話によると、帰国報告ペースで２００２年７月３１日現
在、１，７３１の中国訪日観光団体の３４，４３５人が日本を観光した。その内訳を見ると、訪日旅行者の候補
として限定されている３地域の中では、１，１２７団体の２１，５４６人でトップになっている広東省に次いで
北京、上海という順になっている。
また、旅行日数と訪問先については、１週間のコースが最も多く、東京・大阪・京都などは主な訪
問先であるということが調査で明らかになっている（表２）。
さらに、月別中国人訪日団体旅行者数（表３）を見ると、訪日旅行の受入れの面では「価格」・「言
葉」・「規制緩和」（１）などの問題がありながら、２０００年９月～２００１年７月より２００１年９月～２００２年７月
の方が高い伸び率を示している。
中国人訪日団体観光旅行は、様々な問題を抱えながら、良い方向に進んでいると言えよう。
２ 訪日旅行の課題
日本が今後さらに中国人訪日旅行を拡大するための課題について、整理する。
 規制緩和の検討
旅行者を送り出すアウトバウンドは金銭の流れとしては「輸入」に相当し、インバウンドは「輸出」
に相当する。つまり中日観光交流を見ると日本は輸入大国であり、中国は輸出大国であることが分か
る。
表２ 中国人訪日団体観光旅行調査の概要
表３ 月別中国人訪日団体旅行者数
団体数 人数（人） 男女比（％） 日数（天） 主な訪問先
１，７３１ ３４，４３５ 男性 ５２．２女性 ４７．８ ６．９
東京、千葉、神奈川、大阪、福岡、京都、愛
知、山梨、兵庫、静岡、栃木、名古屋、北海
道、大分、奈良、長崎、熊本、沖縄、滋賀
北京 ３４２
上海 ２６２
広東 １，１２７
北京 ７，６４８
上海 ５，２４１
広東 ２１，５４６
女性の比率は
上昇傾向
一週間のコー
スが多い
大都市の体験・観光や買い物への関心が高い
ので、関東、関西への訪問が比較的多い
注：  本表の値は２００２年７月３１日時点の推計値。
 国土交通省の資料により作成。
注：国土交通省総合政策局観光部の資料により作成。
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中国人日本旅行者数・日本人中国旅行者数の推移（表４）によって、２００１年中国人訪日旅行者数は
３９１，３８４人に対して、日本人訪中旅行者数は２，３８４，５００人で、実に６倍以上の格差を示している。その
差を縮めるためには、中国人訪日観光客を優遇する政策や規制緩和などの検討が必要である。
 中国からの集客という観点からの商品開発
東アジア国・地域別訪日外国人旅行者数は、表５のとおりで、対前年伸び率では中国（１１．３％増）
が一番高い伸びを示している。そこで、これからは中国からの集客という観点からの商品開発が大事
である。
訪日中国人の観光ツアーは、東京や大阪での大都市の体験・観光が多く、新しい観光ルートの商品
開発は十分になされていない。温泉などの美しい自然に恵まれているにもかかわらず中国からの集客
という観点からの商品開発は遅れている。
したがって、中国人訪日観光客のニーズを踏まえた具体的な観光商品開発の検討が必要である。
以上に述べた課題特に規制緩和の問題については、どうやって解決するのか。今のところは中日両
国の関係省庁からの見解は明らかではないが、中日国交正常化３０周年記念イベントおよび各自治体の
表４ 中国人日本旅行者数・日本人中国旅行者数の推移
表５ 東アジア国・地域別訪日外国人旅行者数の推移
１９９９年 ２０００年 ２００１年
人 数
（人）
伸 率
（％）
構成比
（％）
人 数
（人）
伸 率
（％）
構成比
（％）
人 数
（人）
伸 率
（％）
構成比
（％）
総数 Grand Total ４，４３７，８６３ ８．１ １００．０ ４，７５７，１４６ ７．２ １００．０ ４，７７１，５５５ ０．３ １００．０
アジア Asia Total ２，８３２，４８９ １１．５ ６３．８ ３，０４８，５３３ ７．６ ６４．１ ３，０８５，２３９ １．２ ６４．７
韓国 Korea ９４２，６７４ ３０．１ ２１．２ １，０６４，３９０ １２．９ ２２．４ １，１３３，９７１ ６．５ ２３．８
台湾 Taiwan ９３１，４１１ １０．５ ２１．０ ９１２，８１４ －２．０ １９．２ ８０７，２０２ －１１．６ １６．９
中国 China ２９４，９３７ １０．４ ６．６ ３５１，７８８ １９．３ ７．４ ３９１，３８４ １１．３ ８．２
香港 Hong Kong ２５２，８７０ －２９．１ ５．７ ２４３，１４９ －３．８ ５．１ ２６２，２２９ ７．８ ５．５
注：国際観光振興会（JNTO）の資料により作成。
注：１ 法務省資料に基づく国土交通省総合政策局観光部集計により作成。
２ 香港は旧香港政庁が発行した香港居住証明書の所持者及び中国政府が発行した香港特別行政区旅
券を所持する者である。
３ 香港は１９９７年７月にイギリスから中国に返還されている。
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中国人観光客誘致活動を通じて、課題の解決につながる新しい境地を切り開くことが出来るかもしれ
ないと言われている。そこで、次章から国交正常化３０周年における記念イベントや自治体の国際誘客
施策の意義と有効性を検討する。
 記念イベントの意義と有効性
中国と日本は今年国交正常化３０周年にあたり、両国の観光事業にとっても画期的な年になる。両国
は２００２年を、「中国年」、「日本年」と位置づけ２１世紀の観光交流の拡大を目指す。
記念行事として、両国に実行委員会を組織し、様々なイベントを行なう。市民レベルでの交流を通
じて、両国民が「世世代代にわたる友好」をテーマに約１２０件にものぼる多彩な交流イベントも始まっ
た（２）。イベントの目玉となるのが、すでに５月には東京国際フォーラムで開催された５，０００人の訪日
交流式典と９月には北京の万里の長城付近にて植林式典ならびに中華世紀壇で実施された１０，０００人の
交流式典である。
東京国際フォーラムでの中日友好文化交流観光式典には、日本側来賓として小泉純一郎首相、橋本
龍太郎元首相、扇千景国土交通大臣、谷野作太郎・日中文化観光交流委員会代表幹事が列席、中国側
は胡起立・中国人民政治協商会議全国委員会副主席、何光・中国国家観光局長、武大偉・中国駐日
本国特命全権大使が出席する中、多彩なアトラクションも交え盛大に開催された（写真１、２）。
東京の新高輪プリンスホテルと大阪のリーガロイヤルホテルにおいて中国全土３１の省、自治区、直
轄市の旅遊局、旅行社、ホテル、航空会社からなる代表団が日本の旅行業界に最新情報を提供する観
光交流ワークショップを行なった。
北京の人民大会堂での中日国交正常化３０周年記念の交流式典に出席した江沢民国家主席は今後の中
日関係について、「両国はこの地域の重要な国として、アジアの振興のために協調と協力を強化する
必要がある」と訴える。
１０，０００人の訪中に合わせて北京で「国際文化観光祭り」が行なわれ、そこで日本文化を紹介する“日
本週間”が開催された。日本への理解を深めることで、中国人の訪日旅行は今後ますます発展してい
くと考えられる。
５，０００人や１０，０００人という規模は何千年にもわたる中日交流史の中でも最大規模の交流である。中
日友好文化観光交流式典は単なる３０周年記念のイベントではなく、中日両国の国民の友好親善と観光
写真１ 中日友好文化交流観光式典
２００２年５月に東京国際フォーラムで中日友好
文化交流観光式典を開催された。
写真２ 中日友好文化観光式典参加する扇千景・
国土交通大臣（左四）、胡起立・中国人
民政治協商会議全国委員会副主席とご夫
人（左三、左二）、何光・中国国家観
光局長
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交流に対する要望の高まりという大きな流れの中で実現したものであり、中日観光交流のアンバラン
スな状況を改善するという要求の現われであろう。また、交流式典、観光交流ワークショップなど様々
な友好交流を通じて両国の２１世紀の新しい政治、貿易、文化など多方面にわたる交流の基盤を築くこ
とができたといえよう。
筆者は中国観光局から招待状をいただき、東京国際フォーラムでの中日友好文化観光式典や大阪リ
ーガロイヤルホテルでの観光交流ワークショップに出席し、友好交流の盛況に深い感動を受けた（写
真３）。
日中国交正常化３０周年の記念イベントである中日友好文化観光交流式典においては、小泉首相、扇
国土交通大臣は両国の観光交流の重要性を強調され、もっと多くの中国人観光客に日本を訪問してい
ただくと歓迎の意を示している。
このような日本政府のご配慮と輝かしい歴史の１ページとして評価されている中日友好交流イベン
トのパワーによって、中国人訪日団体観光旅行に対する厳しい制限がきっと緩和され、より多くの中
国人観光客が訪日することを筆者は信じている。
 自治体の国際誘客施策の意義と有効性
１９９６年４月に運輸省が提言した「ウエルカムプラン２１（訪日観光交流倍増計画）」をさらに強化充
実することを目的として、観光産業振興フォーラムでは、２０００年５月３０日に開催された２０００年度通常
総会において、「訪日外国人倍増に向けた取組みに対する緊急提言」を採択した。
この緊急提言においては、概ね２００７年を目途に訪日外国人数８００万人を目標とする具体的な取り組
みを「新ウエルカムプラン２１」と位置付けている。
「ウエルカムプラン２１」が計画された背景には、日本人の海外旅行と訪日外国人旅行との間にある
旅行者数で４倍以上の開きを少しでも縮めて、経済の発展、国民生活の向上、雇用の拡大、日本の国
際化に貢献するところにあったと筆者は考える。その目標を達成できるために、各自治体が一体となっ
て取り組んできている。
各自治体は地方への中国人観光客の来訪を促進するため、「地域伝統芸能等を活用した行事の実施
による観光及び特定地域商工業の振興に関する法律」に基づき、地域に固有の伝統芸能や行事の実施
により地域の特性を生かした観光の振興を図っている。特に歴史的・地理的関係から中国のゆかりの
地も多く存在している関西や九州などは中国の旅行業界とのパイプ作りに乗り出すなど、にわかに誘
致熱が高まっている。
２００２年１１月１４日から１７日まで、発展著しい上海で開催されるアジア最大規模のトラベルマート・中
写真３ 中日観光交流ワークショップ参加する中国河南省嵩山少林寺の僧侶と筆者
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国国際旅遊交易会（CITM）に日本からの１７団体・企業が出展することになっている。
１ CITM２００２について
CITM２００２は、中国国家観光局、上海市人民政府、中国民用航空総局の共催で上海新国際博覧セン
ターを会場に行なわれる。
今年の CITMは、３９ヵ国・地域と、中国国内３２の省、市、特別地区から総数１，５００のブースが出展
し、５０ヶ国・地域から１，２００のバイヤーの参加が見込まれている。
中国のインバウンド市場は、２００１年延べ８，９０１万人で、対前年比６．７％増加し、うち外国人は１０．５％
増の１，１２３万人を記録した。アウトバンド市場は着実に発展し、２００１年に中国海外旅行者数は延べ１，２１３
万人に達し、前年比１５．９％の伸びを示した。
このような中で、CITMは中国の観光事業を活性化させる国を挙げてのナショナルイベントとして
位置付けられている。
２ ジャパン・パビリオンについて
日本の各自治体においては、中国を国際観光客の重要市場の１つと位置付け、中国・上海観光誘致
団派遣事業を実施する。
 参加団体とブース数
出展団体・企業数は１７団体・企業で、出展ブース数は２５ブースである（表６）。
 総合インフォメーションブース（JNTOブース）の設置
来場者に対して、日本全般に関するパンフレット配布や観光情報の提供、ジャパン・パビリオン内
の PR等を行なう。
表６ CITM２００２参加団体・企業
団 体 名 ブース数
１ 札幌市 ２
２ 宮城県 １
３ 福島県観光連盟 １
４ 東北地域国際観光推進協議会 １
５ TCVB １
６ 神奈川県 １
７ 松本・高山・金沢・国際観光ルート整備推進協議会 １
８ 北陸国際観光テーマ地区推進協議会 １
９ 中京圏国際観光交流促進協議会 ４
１０ 京都国際観光客誘致推進協議会 １
１１ 和歌山県 １
１２ 瀬戸内国際観光テーマ地区推進協議会 １
１３ 福岡観光プロモーション協議会 １
１４ 九州地方観光協議会 ４
１５ 沖縄観光コンベンションビューロー １
１６ 日本旅行業協会 １
１７ JNTO ２
合 計 ２５
注：国際観光振興会海外宣伝部の資料により作成。
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以上のような国際的集客・交流を実施するには国の積極的な協力が望まれる。各自治体の期待通り
もっと多くの訪日中国人観光客を迎えるには、今でも中国人不法滞在問題などを懸念して慎重な姿勢
を崩さない日本の関係省庁がもっと開放的かつ合理的な受入れ政策を取り入れるべきである。自治体
の粘り強い努力により、インバウンドの振興が期待できるであろう。
 結 論
２００２年２月４日に開かれた第１５４回国会における内閣総理大臣施政方針演説のなかで、小泉首相は
「中国は、昨年WTOに加盟し、今後、我が国を始めとする国際社会との関係において、一層建設的
な役割を果たしていくことが期待される。国交正常化３０周年の記念すべき年に当たる本年、［日本年］・
［中国年］事業などを通じ、次の世代を担う若い人々を中心とした交流の輪を広げ、最も重要な二国
間関係の一つである日中関係の基盤を、一層確固たるものとするよう努める」、さらに、「我が国の文
化伝統や豊かな観光資源を全世界に紹介し、海外からの旅行者の増大と、これを通じた地域の活性化
を図っていく」と、中日友好交流の意義と日本におけるインバウンドの拡大の重要さについて言及さ
れている。小泉首相の言われたとおり、日本を訪れる外国人の数を増やし、内外の交流を活発化する
目的は、日本および日本国民に対する国際的理解と評価の向上を図るばかりでなく、地域における伝
統文化や魅力を活性化させ、さらには、消費支出や雇用の面でも高い効果を生み出すことにある。日
本国内の旅館、ホテルは経営不振で減る傾向が続いているだけに、中国から観光客が増えることは国
民同士の理解が進むだけでなく、国内の経済活性化にも有効である。このように中日両国にとっては
利益になることは、もっと積極的に進めていくほうがいいのではないか。
中日国交正常化３０周年の今年、日本の政界、経済界、マスコミ、そしてもちろん観光業界も中国に
熱い視線を注いでいる。４月の成田新滑走路オープンにより中日間路線の座席供給量は約３０％増加し
ている。中国は日本の送客国として、経済が成長し海外旅行に行く人の数も急激に伸びている。中国
国家旅遊局の統計によると２００２年７月現在、自費外国旅行業務を取り扱う旅行社は６７社から５２８社に
増えてきた。パスポートの申請数も毎年３０％以上増えている。特にその増加は北京や上海など沿岸部
で顕著で、沿岸地域だけでも億単位の海外旅行者を輩出する潜在力があると言われている。東アジア
特に隣の中国は訪日送客市場として今後の成長が非常に有望となっている。
日本インバウンド振興への良い環境がすでに出来ているが、後は日本政府の決断だけである。「新
ウエルカムプラン２１」（新訪日観光交流倍増計画）を実現しようとするなら、まずは国をあげての正
しい観光政策が必要だと考える。日本側の「規制緩和」さえ進めば、２０１０年の中国人訪日旅行者は３００
万人にのぼるとさえ言われている。
一衣帯水の両国の友人関係はすでに３１年目に踏み出している。その良い年に中日文化観光交流の新
しく輝かしい歴史ができることを期待する。
注
 劉 明「中日観光交流の新展開（）－－中国人訪日旅行の現況と規制緩和について－－」『平安女学院大
学研究年報』２号，２００２年３月，p．８５－９６．
 「日本と中国」２００２年４月１５日。
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The New Stage in Tourism Exchange between China and Japan
the present situation and problem of Chinese travellers to Japan in the 30th
anniversary of normalization of diplomatic relations
Min RYU
Many anniversary events were planned this year of the 30th anniversary of normalization of relations between
China and Japan. Major events, in particular, have been held one after another in various fields bcfore and after
Sep. 29th when a declaration of partnership between China and Japan was signed. The tourism exchange,
especially the topic of Chinese travelers to Japan has been discussed frequently in the tourism industry of both
nations. With my research, the present situation and problem of Chinese travelers to Japan has been found to be
the main focus of such discussions.
Following volume I (annual research report of Heian Women’s College / No. 1) and volume II (annual
research report of Heian Women’s College / No. 2), therefore, the significance and effectiveness of anniversary
events and the policies of the inviting of foreign visitors by self-governing bodies will be clarified consideration
will be aiven to the present situation and the problem of Chinese travelers to Japan in the 30th anniversary of
normalization of diplomatic relations with Japan in this volume III. Ways of solving problems will also be
examined.
Key words : the 30th anniversary of normalization of diplomatic relations, Chinese travelers to Japan,
anniversary events, a self-governing body, policies of inviting foreign visitors,deregulation
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